
一般会計 【人権・同和教育課】

○　同和対策総務事業　　　　２，７９２千円
　人権・同和行政の確立に向け、同和問題の解決及び啓発活動事業の推進を図るため各種団

　体等へ負担金等の支払いを行いました。

「成果」　①　琴浦町あらゆる差別をなくする実施計画に基づき、必要な人権・同和行政が積極
的に実施されました。

「課題」　①　同和問題の正しい理解と認識を深め、同和行政を確立し、もって同和問題のすみ
やかな解決を図る必要があります。

○　就職促進奨励金　　　　　 　　２５０千円
　新規学校卒業者のうち就職について、特に援助を必要とする者に対し常用就職の促進

　及び就業の安定を図るために支給しました。

「成果」　①新規学校卒業者のうち就職について、特に援助を必要とする者に対し常用就職の
　促進及び就業の安定を図るために１０名に支給できました。

「課題」　①正職員としての就職が難しく、常用就職の促進及び就業の安定をさらに図る必要が
あります。

１０　人 １人あたり　２５，０００円

工　　事　　請　　負　　費　　等 金     額
出上公園トイレ撤去工事

東伯郡同和対策協議会負担金 ２７千円

支　給　人　数 支　　給　　額

琴浦町同和対策推進協議会補助金 ２，５００千円
部落解放 ・人権政策確立要求鳥取県実行委員会負担金 ２７千円

担当課決算額 ３，０９５千円 ３，０４２千円

負　　　　　担　　　　　金　　　　　等 金     額

社会福祉費 予　算　現　額

3 同和対策総務費 ３，０９５千円

－15－1－

３，０４２千円

決　　算　　額
款

２３８千円

3 民生費
項

目

1



一般会計

　

「成果」 ①学習会では、学力保障に向けて親子研修や交流会など様々な活動を行いました。
作品展示や発表など各事業の集大成である部落解放文化祭に多くの参加があり
ました。

「課題」 ①年間を通して各種事業へ多くの町民の参加者を増やすことが部落差別をはじめと
するあらゆる差別解消につながるので、広報活動等の充実を図る必要があります。

町民を対象に、部落解放文化祭、同和問題懇談会、交流学習会、研修会等各種啓発活動を
通して、部落差別をはじめとするあらゆる差別解消に向けた取り組みを行いました。

　　　・審議会等の開催状況

対象人数 ９人
小学生解放「学習会」

対象人数 ３２人教室活動（3教室） 月2回

延べ　８８９人部落解放文化祭 年1回（11

定例連絡会（解放教育） 月1回

【赤碕隣保館】
事　　業　　名 参 加 人 数・対 象

対象人数 ９４人
ふれあい講座

参加人数・対象

○学習活動事業　　　  ２，３９７千円

年2回運営審議会（東伯文化センター）

を行い、生活の社会的・経済的改善向上に向けて取り組みました。

委員１２名
回　数　他事　　業　　名

延べ　　 　１１，５６０人

　部落差別をはじめ、あらゆる差別の解消に向けた各種学習活動に取り組みました。

○生活相談事業　　　　 ４，３６３千円

生活相談件数（東伯文化センター）

生活相談件数（赤碕文化センター）

延べ　　　１３５件
延べ　　　２６４件

年１回

延べ６３人
３６人

年間４回

回　数　他 参 加 人 数・対 象

運営審議会（赤碕文化センター）

町民の生活・健康・福祉・就労等の向上を図るために、生活相談員を2名配置し、相談活動

延べ　　　 １１，０２４人年間利用者数（東伯文化センター）

年間利用者数（赤碕文化センター）

委員12名年2回

事　　業　　名

１９，０１２千円

１９，５７４千円

○隣保館運営事業　　１２，２５２千円

１９，０１２千円

　　　・嘱託職員（３名）、臨時職員（１名）賃金　　　７，４６７千円

款 3 民生費
項

目 4 隣保館運営費

担当課決算額

１９，７５４千円

【人権・同和教育課】

1 社会福祉費 最終予算額 決　　算　　額

小学生学習会 週1回 1～6年　３７人
委員　　１１名定例連絡会 月１回

同和問題懇談会
部 落 解 放 文 化 祭 延べ　１３１２人

中学生学習会 週１回 1～3年　３３人
小学生生活体験学習 １泊２日 4～6年　２３人

年間６回 延べ  ２５７人

中学生生活体験学習 　1泊2日 1～3年　３３人
中学生中２親子県外研修 大阪 １３人

高校友の会学習会 年間５回

年間１２８回教室活動（６教室）

回　数　他

対象人数１２人定例連絡会（解放保育） 月１回

週１回 対象人数1～6年５５人
県外研修 奈良県 小6年・中１年 ３１人

－15－2－

中学生解放「学習会」 週１回 対象人数　３７人
高校友の会解放「学習会」 年間４回 対象人数 ３８人

月1回 １２０人

【東伯隣保館】

高年者学級



一般会計

「成果」 ①各種活動を通して、子どもたちの主体性の確立、仲間づくりの推進につながってい

②保護者クラブは、主体的な取組みがなされるとともに、保護者の資質の向上や、親
子間及び保護者間の連携強化につながっています。

「課題」 ①各種活動への参加者が減少傾向にあり、学校との連携や呼びかけによって積極的
な参加を促す必要があります。

款 3 民生費
項

目 3

2 児童福祉費

児童館運営費

６，３５７千円

６，３５７千円

開館日数

○児童館運営事業　　  ５，５８７千円

子育てふれあい事業

児童館まつり
放課後児童クラブ

年１回（9月）
開館日

年間16回
子どもまつり

月１回
月１回

－15－3－

成美ぽんぽちクラブ育成
子ども茶道教室

年間6回

【人権・同和教育課】

赤碕 ４，８３５人
東伯  ３，８９４人

２９２人
１３７人

事　　業　　名

地域等との交流を図り、地域に根ざした教育力、自立心を高めていくことをめざし事業を実施し
ました。

七夕まつり
児童館まつり

回　数　他

乳幼児学級
同和教育研修会(学習会)

決　　算　　額

　　　・臨時職員（２名）、パート職員（５名）賃金　　５，１３７千円

６，１３４千円

ます。

文化センターで、子どもや親子が、入園前や入学前の集団づくりや、異年齢・保護者同士・

会員　４５件

　　　・年間利用者数等

乳幼児期から子ども同士の仲間意識を育てるとともに、保護者同士のつながりを強固にし、
地域が一体となって子育てに取り組む環境づくりに努めました。
　また、親子のふれあい、地域に住む様々な人ととのふれあいを通して、子どもたちの自尊感
情を高め、豊かな人間形成に努めました。

最終予算額

６，１３４千円

【赤碕児童館】

幼児交流会＆親子ひろば
びーのびーの

東伯　　２９２日
赤碕　　２９４日

【東伯児童館】
事　　業　　名 参加人数・対象

１９９人(0～5才児対象)

年間利用者数

しもいせ保護者クラブ育成

その他（子ども手話教室）
児童館活動

会員　５人

会員　４人

各地域で実施６８人

会員　６６件
月1回

5・7・１１月

○地域交流学習事業      ５４７千円

担当課決算額

回　数　他
１０８人

１72人
延べ　１，７15人

年間５回

１３６人

年間1５回

年１回（6月）
年１回（7月）
年間12回

年1回（11月） １８４人

１01人（未入園児対象）

参加人数・対象



一般会計

○人件費　　　　　　　　　　２６，１７８千円（一般職４人）

平成23年度から、高等学校奨励金については、進学や就学にあたり、保護者の負担を少な
くするための「子育て支援」と子どもたちの「教育を受ける権利の保障」を目的に給付対象者を

②同和地区の対象者については、給付に伴い各高等学校に教師派遣を要請し、

「課題」 ①奨励金を受取るだけでなく、知識や理解を深めてもらうため、学習会の内容の
充実を図る必要があります。

②より多くの高校生や家庭を支援できるよう、周知方法を見直す必要があります。

（単位：円・人）

○人権・同和教育推進事業（事務費）　　　　　　２，４６９千円
行政職員等が部落差別をはじめあらゆる差別の問題について正しい理解と認識を深めるこ

とはとても重要なことです。そのため県内外の各種大会等へ派遣しました。

「成果」 ①研修会で得た知識を自分の意見として蓄え、人権・同和教育部落懇談会等で
発言することにより、周りの人の人権意識の高揚につながっています。

「課題」 ①行政職員等の資質の向上のためには継続した学習機会の設定が必要です。

・臨時職員（1人）賃金　　1,722,712円

・各種大会等への派遣状況 （単位：人）

同和地区の対象者には、8、10、1月に給付及び学習会を各文化センター等で開催しました。
同和地区外の対象者については、同じく8、10、1月に給付のみをまなびタウンとうはくで行いま
した。

16,000
4,032,000高等学校（高等専門学校含む） 4,000

高等学校（高等専門学校含む） 4,000 1

「成果」　①高校生奨励金の対象者を全町の高校生に拡充したことによって、より多くの家
庭を支援できるようになりました。

学習会を開催しています。受給者が本事業の目的や意義、様々な人権につい

12

て学習できる良い機会となっています。

4
84

－15－4－

第26回人権啓発研究集会 2/2～3 熊本県熊本市 1
第63回全国人権・同和教育研究大会 11/26～27 鹿児島県鹿児島市 2
部落解放研究第45回全国集会 1１/9～11 岐阜県岐阜市 1

第36回人権尊重社会を実現する鳥取県研究集会 8/３～４ 倉吉市 延べ14４

参加人数
第36回部落解放・人権西日本夏期講座 6/23～24 宮崎県宮崎市 1

大会・集会名 期日 場所

計 115

84,000
大学（短期大学・大学院含む） 8,500

918,000

高等学校（高等専門学校含む） 4,000 3 7

専修学校（各種学校含む） 8,500

担当課決算額 ４２，７０２千円 ４２，２７４千円

区分 単価 人数 月数 支給額

○進学奨励金給付事業　　　　　　６,６５２千円

全町に拡大しています。大学・専修学校奨励金については従来どおりとしています。

8 人権・同和教育費 ４２，７０２千円 ４２，２７４千円

【人権・同和教育課】

款 9 教育費
項 5 社会教育費 最終予算額 決　　算　　額

目

15 12 1,530,000

6,652,000
9 12

72,000高等学校（高等専門学校含む） 4,000 3 6



一般会計

○社会同和教育推進研究事業　　　　　　　　　　１，００８千円
町人権・同和教育推進協議会及び各地区人権・同和教育推進研究協議会に対し、人権・同和

教育の推進、研究委託を行い、町並びに各地区における人権･同和教育の推進に努めました。

「成果」 ①人権・同和教育部落懇談会等での学習を通して、自己変革したことを実感したり、
学習の場にまた参加したいというような意見が出ています。

「課題」 ①今後も各種分野で多くの学習機会を提供することが必要です。
（単位：円）

○部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする啓発　　　１３１千円
琴浦町あらゆる差別をなくする施策推進プロジェクトチーム会議、琴浦町あらゆる差別をなく

する審議会おいて、琴浦町あらゆる差別をなくする実施計画（後期分）に基づく施策の実施状
況の把握・点検及び検討を行いました。

「成果」 ①施策の実施状況の把握・点検を行うことで、計画的な事業推進ができました。
「課題」 ①明らかになった課題解決のため研修内容・方法等の検討が必要です。

○人権・同和教育推進事業（町単独）　　　　　　　　２８２千円
人権・同和教育部落懇談会の推進等、各部落における人権・同和教育を推進していくた

めには、各部落の人権・同和教育推進員の資質の向上が必要であり、推進的立場の人の研
修会を実施し、部落差別をはじめあらゆる差別の問題について正しい理解と認識を深めま
した。

「成果」 ①人権・同和教育部落懇談会事前研修会では、実際の教材を用いた模擬実践を
行い、教材のポイントや運営方法の理解が深まりました。

「課題」 ①部落によっては、毎年、人権・同和教育推進員が交代となる場合もあるため、初
めて推進員となる人もあり、充実した研修会の実施による資質の向上が必要です。

（単位：人）

生活実態に現れる人権課題の解決のため、人権問題の学習機会の拡充、学習内容の充
実など社会教育活動の一層の推進を図ることを目的に、人権教育推進員を2名配置し、人権
・同和教育の推進を図りました。

「成果」 ①各種大会等へ参加し、知識を深め、学校や地域で人権・同和教育学習等の指導・助
言することにより、町全体における人権・同和教育の取組の向上につながっています。

「課題」 ①より内容充実した学習の機会を提供し、自主的な学習の支援と促進を図る必要が
あります。

○人権・同和教育推進事業（法務省委託）　　　　　５８８千円
人権・同和教育の推進を図るため、広く住民を対象に人権に関する学習機会を提供しました。

「成果」 ①参加者アンケートによる満足度調査を行っています。差別をなくする町民のつど
いの満足度が80.6％と8割を超えるなど、各事業で参加者の満足を得ています。

「課題」 ①高い満足度を得ても、その翌年度の参加者数が減少している場合もあり、広報活
動の充実を図る必要があります。

（単位：人）

12/4

参加人数
延べ399人

【人権・同和教育課】

名称
琴浦町人権・同和教育推進協議会

人権・同和教育部落懇談会事前研修会
（人権・同和教育推進員研修会）：東伯

－15－5－

場所大会・集会等名 期日
7/25、8/10・25人権・同和教育講座①～③

377人
赤碕地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ他
カウベルホール差別をなくする町民のつどい

延べ263人

○人権教育推進員設置事業　　　　　　　　４，９６６千円

1/31、2/1
まなびタウンとうはく、
カウベルホール

延べ189人

各地区人権・同和教育推進研究協議会（５地区）
計

388,000
1,008,000

赤碕地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝ
ﾀｰ、成美地区公民館

人権・同和教育部落懇談会事前研修会
（人権・同和教育推進員研修会）：赤碕

11/2・4

場所 参加人数研修会名 期日

委託料
620,000



住宅新築資金等貸付事業特別会計

○貸付事業費　　　　　　　　　　８７０千円
住宅新築資金等貸付事業の徴収償還事務に要した経費です。

○住宅新築資金等貸付金の起債償還金（元金）事業　　　　　　　　１２，９９３千円
住宅新築資金等貸付金の起債償還金（元金）

○住宅新築資金等貸付金の起債償還金（利子）事業　　　　　　　　２，９３６千円
住宅新築資金等貸付金の起債償還金（利子）

○前年度繰上充用金　　　　　　　５６，３３３千円
平成２２年度に不足額が生じたので繰上充用しました。

「成果」 徴収償還事務に使用することができました。また、起債償還（元金・利子）をすること
ができました。

「課題」 不景気による収入減等もあり、未償還額の分割による返還が長期化傾向にあります。

項 1 繰上充用金

目 1

担当課決算額 ２，９３６千円 ２，９３６千円

最終予算額 決　　算　　額

２，９３６千円日本郵政公社

款 4 諸支出金

2 利子 ２，９３６千円 ２，９３６千円
2 公債費

項

目

１３，００４千円 １２，９９３千円

－16－6－

担当課決算額 ５６，３３３千円 ５６，３３３千円

繰上充用金 ５６，３３３千円 ５６，３３３千円

款
1 公債費 最終予算額 決　　算　　額

日本郵政公社

担当課決算額

公債費
項 1 公債費

目 1

担当課決算額

１２，９９３千円

８７０千円 ８１７千円

款 2
最終予算額 決　　算　　額

元金 １３，００４千円 １２，９９３千円

1 資金貸付事業費 ８７０千円 817千円

【人権・同和教育課】

款 1 資金貸付事業費
項 1 資金貸付事業費 最終予算額 決　　算　　額

目


